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（排出量を発電電力量で割ったもの）に対して、州別に二〇二〇年から二〇二九年まで 一〇年平均の中間目標と、二〇三〇年以降の最終目標を定めるものであり、全米の発電部門 排出総量を二 〇五年比で二〇二〇年に 六％、二〇二五年に二九％、二〇三〇年に三〇％程度削減すると見込まれた。　
その後、多数のパブリックコメ




























成可能な削減に関する集中的な分析」を二〇一五年末時点では公表していなかったが、二〇一六年一月に気候変動枠組条約の事務局提出した報告書のなかに 目標達成に向けた分 を掲載し 。それによれば、クリーンパワープランなど決定済みの施策を含む「既存措置シナリオ」では、二〇二五年に二〇〇五年比で一二～一六％程度の削減に留まるが、未決定だが気候変動行動計画と整合的なを含む「追加一七～二七％程度の削減 なる。すべての施策が成功し、森林吸収量が最大であれば、ぎりぎりのころで目標に達するとの結論である。　
追加措置シナリオで加えられた
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採択された「パリ協定」に反映された。たとえば、 「強化された透明性のシステムと能力 点で必要とする途上国への柔軟性」 「低炭
















結果、連邦議会は現在 上下両院ともに共和党が多数となってい共和党はオバマ政権の温暖化対策に批判的であり 政権がパリ協定の締結を議会に諮れば、 承認しないと予想される。　
つまり、オバマ政権にとって、
新たな国際枠組みに参加す 唯一の可能性は単独行政協定 して締結することであり、そのために 、ＣＯＰ
21で採択する協定の内容、
特に拘束力が生じる義務を、既存法の下での権限のなかに留める必要があった。そして、オバマ政権はこの要件が満たされ よう 慎重に交渉を行 と思われ パリ協定に 随所にその痕跡と思しきものがみられる。　
その典型例が削減目標に法的拘
束力を持たせなかった、つまり目標の達成を義務としなかったこと




































はレーガン大統領の二期とブッシュ大統領の一期の一回だけであり、同一政党による四期連続当選の例はない。あくまで経験則であり絶対的ではないが、既に民主党が二連勝しているなかで、さらに二〇一六年と二〇二〇年の二回 選挙で連勝を重ねるの 極めて難しいだろう。そうである らば、 〇一七年、または二〇 一年にアメリカの温暖化対策に何らか 路線変更が起きる可能性が高い。　
しかし、超長期的な取組を必要
とする温暖化問題では、党派性に左右されない安定した対策をとることが本来的には望ましい。　
オバマ政権の最初の年、つまり
二〇〇九年に連邦議会では超党派での新規立法が模索され、そして翌年に頓挫した。現在の 情勢では新規立法はほぼ不可能であるが、二年毎の議会選挙を重ねるなかで、それに適した議員構成となった際には、超党派 により、長期的な温暖化対策を定め、アメリカの温暖化対策が政権交代に左右されないようになることを期待したい。（うえの
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